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第
一
条
　
こ
の
法
律
は
、
昭
和
六
十
三
年
六
月
十
五
日
に

行
わ
れ
た
税
制
調
査
会
の
答
申
の
趣
旨
に
の
つ
と
つ
て

行
わ
れ
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
（
以
下
「
今
次
の
税

制
改
革
」
と
い
う
。
）
の
趣
旨
、
基
本
理
念
及
び
方
針

を
明
ら
か
に
し
、
か
つ
、
簡
潔
に
そ
の
全
体
像
を
示
す

こ
と
に
よ
り
、
今
次
の
税
制
改
革
に
つ
い
て
の
国
民
の

理
解
を
深
め
る
と
と
も
に
、
今
次
の
税
制
改
革
が
、
整

合
性
を
も
つ
て
、
包
括
的
か
つ
一
体
的
に
行
わ
れ
る
こ

と
に
資
す
る
ほ
か
、
今
次
の
税
制
改
革
が
我
が
国
の
経

済
社
会
に
及
ぼ
す
影
響
に
か
ん
が
み
、
国
等
の
配
慮
す

べ
き
事
項
に
つ
い
て
定
め
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

（
今
次
の
税
制
改
革
の
趣
旨
）

第
二
条
　
今
次
の
税
制
改
革
は
、
現
行
の
税
制
が
、
産
業

構
造
及
び
就
業
構
造
の
変
化
、
所
得
の
水
準
の
上
昇
及

び
平
準
化
、
消
費
の
多
様
化
及
び
消
費
に
お
け
る
サ
ー

ビ
ス
の
比
重
の
増
加
、
経
済
取
引
の
国
際
化
等
を
反
映

し
て
著
し
く
変
化
し
て
き
た
現
在
の
経
済
社
会
と
の
間

に
不
整
合
を
生
じ
て
い
る
事
態
に
対
処
し
て
、
将
来
の

展
望
を
踏
ま
え
つ
つ
、
国
民
の
租
税
に
対
す
る
不
公
平

感
を
払
し
よ
く
す
る
と
と
も
に
、
所
得
、
消
費
、
資
産

等
に
対
す
る
課
税
を
適
切
に
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
に
よ

り
均
衡
が
と
れ
た
税
体
系
を
構
築
す
る
こ
と
が
、
国
民

生
活
及
び
国
民
経
済
の
安
定
及
び
向
上
を
図
る
上
で
緊

要
な
課
題
で
あ
る
こ
と
に
か
ん
が
み
、
こ
れ
に
即
応
し

た
税
制
を
確
立
す
る
た
め
に
行
わ
れ
る
も
の
と
す
る
。

（
今
次
の
税
制
改
革
の
基
本
理
念
）

第
三
条
　
今
次
の
税
制
改
革
は
、
租
税
は
国
民
が
社
会
共

通
の
費
用
を
広
く
公
平
に
分
か
ち
合
う
た
め
の
も
の
で

あ
る
と
い
う
基
本
的
認
識
の
下
に
、
税
負
担
の
公
平
を

確
保
し
、
税
制
の
経
済
に
対
す
る
中
立
性
を
保
持
し
、

及
び
税
制
の
簡
素
化
を
図
る
こ
と
を
基
本
原
則
と
し
て

行
わ
れ
る
も
の
と
す
る
。

（
今
次
の
税
制
改
革
の
方
針
）

第
四
条
　
今
次
の
税
制
改
革
は
、
所
得
課
税
に
お
い
て
税

負
担
の
公
平
の
確
保
を
図
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
と

と
も
に
、
税
体
系
全
体
と
し
て
税
負
担
の
公
平
に
資
す

る
た
め
、
所
得
課
税
を
軽
減
し
、
消
費
に
広
く
薄
く
負

担
を
求
め
、
資
産
に
対
す
る
負
担
を
適
正
化
す
る
こ
と

等
に
よ
り
、
国
民
が
公
平
感
を
も
つ
て
納
税
し
得
る
税

体
系
の
構
築
を
目
指
し
て
行
わ
れ
る
も
の
と
す
る
。

２
　
今
次
の
税
制
改
革
は
、
全
体
と
し
て
税
負
担
の
軽
減

を
図
る
と
と
も
に
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
財
政
運

営
に
基
本
的
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
の
な
い
よ
う
配
慮

し
て
行
わ
れ
る
も
の
と
す
る
。

（
今
次
の
税
制
改
革
に
際
し
て
の
国
及
び
地
方
公
共
団

体
の
責
務
）

第
五
条
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
今
次
の
税
制
改
革

の
趣
旨
及
び
方
針
に
か
ん
が
み
、
福
祉
の
充
実
に
配
慮

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
今
次
の
税
制
改
革
に
際

し
、
行
政
及
び
財
政
の
改
革
の
一
層
の
推
進
に
努
め
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
国
民
に
今
次
の
税
制
改

革
の
趣
旨
及
び
内
容
の
周
知
徹
底
を
図
り
、
そ
の
理
解

と
協
力
を
得
る
よ
う
に
努
め
る
等
今
次
の
税
制
改
革
の

円
滑
な
推
進
に
資
す
る
た
め
の
環
境
の
整
備
に
配
慮
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
章
　
国
税
及
び
地
方
税
に
関
す
る
改
革
等

第
一
節
　
改
革
の
実
施

第
六
条
　
今
次
の
税
制
改
革
の
趣
旨
、
基
本
理
念
及
び
方

針
に
従
い
、
国
税
及
び
地
方
税
並
び
に
国
と
地
方
公
共

団
体
と
の
間
の
財
源
の
配
分
に
つ
い
て
、
別
に
所
得
税

法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
昭
和
六
十
三
年
法
律

第
百
九
号
）
そ
の
他
の
法
律
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
、
こ
の
章
に
定
め
る
措
置
を
中
心
と
す
る
改
革
を
行

う
も
の
と
す
る
。

第
二
節
　
国
税
に
関
す
る
改
革

（
所
得
税
の
負
担
の
軽
減
及
び
合
理
化
等
）

第
七
条
　
次
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
よ
り
所
得
税
の
負

担
の
軽
減
及
び
合
理
化
を
図
る
。

一
　
中
堅
所
得
者
を
中
心
と
し
て
、
税
負
担
の
累
増
感

の
解
消
を
図
り
、
所
得
税
の
負
担
を
軽
減
す
る
た

め
、
最
低
税
率
を
百
分
の
十
と
し
、
そ
の
適
用
範
囲

を
大
幅
に
拡
大
す
る
等
税
率
の
累
進
度
を
緩
和
す
る

と
と
も
に
、
簡
素
な
税
率
構
造
と
す
る
こ
と
。

二
　
税
体
系
全
体
を
通
ず
る
低
所
得
者
及
び
中
堅
所
得

者
の
税
負
担
等
に
配
慮
し
、
基
礎
控
除
、
配
偶
者
控

除
及
び
扶
養
控
除
を
引
き
上
げ
る
と
と
も
に
、
配
偶

者
特
別
控
除
を
大
幅
に
引
き
上
げ
る
こ
と
。

２
　
所
得
税
の
負
担
の
公
平
の
確
保
を
図
る
た
め
、
株
式

等
の
譲
渡
に
よ
る
所
得
に
つ
い
て
他
の
所
得
と
分
離
し

て
所
得
税
を
課
す
る
制
度
を
設
け
る
と
と
も
に
、
社
会

保
険
診
療
報
酬
の
所
得
計
算
の
特
例
制
度
に
つ
い
て
そ

の
縮
減
を
行
う
。

（
法
人
税
の
負
担
の
軽
減
及
び
合
理
化
等
）

第
八
条
　
国
際
的
視
点
に
立
つ
た
法
人
税
制
の
確
立
を
目

指
し
、
法
人
税
の
基
本
税
率
を
引
き
下
げ
、
配
当
等
に

充
て
た
所
得
に
対
す
る
軽
減
税
率
を
廃
止
す
る
と
と
も

に
、
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
制
度
に
つ
い
て
そ
の

縮
減
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
法
人
税
の
負
担
の
軽
減
及

び
合
理
化
を
図
る
。

２
　
法
人
税
の
負
担
の
公
平
の
確
保
等
を
図
る
た
め
、
法

人
が
新
た
に
取
得
し
た
土
地
等
に
係
る
負
債
の
利
子
に

つ
い
て
損
金
算
入
を
繰
り
延
べ
る
措
置
を
講
ず
る
。

（
相
続
税
及
び
贈
与
税
の
負
担
の
軽
減
及
び
合
理
化
等
）

第
九
条
　
次
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
よ
り
相
続
税
の
負

担
の
軽
減
及
び
合
理
化
を
図
る
。

一
　
健
全
な
資
産
の
形
成
と
国
民
生
活
の
安
定
等
に
配

慮
し
、
遺
産
に
係
る
基
礎
控
除
等
を
二
倍
に
引
き
上

げ
る
と
と
も
に
、
税
率
区
分
の
幅
を
拡
大
す
る
ほ

か
、
最
高
税
率
を
引
き
下
げ
る
こ
と
。

二
　
配
偶
者
の
生
活
の
安
定
に
資
す
る
た
め
、
配
偶
者

が
相
続
に
よ
り
取
得
し
た
財
産
に
つ
い
て
非
課
税
と

す
る
範
囲
を
拡
大
す
る
こ
と
。

２
　
相
続
税
の
負
担
の
公
平
の
確
保
を
図
る
た
め
、
遺
産

に
係
る
基
礎
控
除
等
の
算
定
の
基
礎
と
な
る
相
続
人
の

数
に
含
ま
れ
る
養
子
の
数
を
制
限
す
る
措
置
を
講
ず

る
。

３
　
相
続
税
の
改
正
と
の
関
連
に
お
い
て
、
贈
与
税
の
税

率
区
分
の
幅
を
拡
大
す
る
等
の
措
置
を
講
ず
る
。

（
消
費
税
の
創
設
）

第
十
条
　
現
行
の
個
別
間
接
税
制
度
が
直
面
し
て
い
る
諸

問
題
を
根
本
的
に
解
決
し
、
税
体
系
全
体
を
通
ず
る
税

負
担
の
公
平
を
図
る
と
と
も
に
、
国
民
福
祉
の
充
実
等

に
必
要
な
歳
入
構
造
の
安
定
化
に
資
す
る
た
め
、
消
費

に
広
く
薄
く
負
担
を
求
め
る
消
費
税
を
創
設
す
る
。

２
　
消
費
税
は
、
事
業
者
に
よ
る
商
品
の
販
売
、
役
務
の

提
供
等
の
各
段
階
に
お
い
て
課
税
し
、
経
済
に
対
す
る

中
立
性
を
確
保
す
る
た
め
、
課
税
の
累
積
を
排
除
す
る

方
式
に
よ
る
も
の
と
し
、
そ
の
税
率
は
、
百
分
の
三
と

す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
仕
組
み
に
つ
い
て

は
、
我
が
国
に
お
け
る
取
引
慣
行
及
び
納
税
者
の
事
務

負
担
に
極
力
配
慮
し
た
も
の
と
す
る
。

３
　
消
費
税
の
創
設
に
伴
い
、
砂
糖
消
費
税
、
物
品
税
、

ト
ラ
ン
プ
類
税
、
入
場
税
及
び
通
行
税
を
廃
止
す
る
。

（
消
費
税
の
円
滑
か
つ
適
正
な
転
嫁
）

第
十
一
条
　
事
業
者
は
、
消
費
に
広
く
薄
く
負
担
を
求
め

る
と
い
う
消
費
税
の
性
格
に
か
ん
が
み
、
消
費
税
を
円

滑
か
つ
適
正
に
転
嫁
す
る
も
の
と
す
る
。
そ
の
際
、
事

業
者
は
、
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
取
引
の
相
手
方
で

あ
る
他
の
事
業
者
又
は
消
費
者
に
そ
の
取
引
に
課
せ
ら

れ
る
消
費
税
の
額
が
明
ら
か
と
な
る
措
置
を
講
ず
る
も

の
と
す
る
。

２
　
国
は
、
消
費
税
の
円
滑
か
つ
適
正
な
転
嫁
に
寄
与
す

る
た
め
、
前
項
の
規
定
を
踏
ま
え
、
消
費
税
の
仕
組
み

等
の
周
知
徹
底
を
図
る
等
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の

と
す
る
。

（
酒
税
等
に
関
す
る
改
正
）

第
十
二
条
　
近
年
に
お
け
る
酒
類
の
消
費
態
様
の
変
化
及

び
酒
税
の
国
際
的
な
調
和
並
び
に
消
費
税
の
創
設
を
考

慮
し
、
従
価
税
率
及
び
級
別
制
度
の
廃
止
等
を
行
い
、

各
種
酒
類
間
の
税
負
担
格
差
の
縮
小
を
図
る
と
と
も

に
、
消
費
税
と
の
負
担
の
調
整
を
行
う
。

２
　
た
ば
こ
消
費
税
及
び
石
油
税
に
つ
い
て
課
税
方
式
を

従
量
税
方
式
に
改
め
る
等
の
改
正
を
行
い
、
取
引
所

税
、
有
価
証
券
取
引
税
及
び
印
紙
税
に
つ
い
て
一
部
の

税
率
の
引
下
げ
等
の
措
置
を
講
ず
る
。

第
三
節
　
地
方
税
に
関
す
る
改
革
等

（
個
人
住
民
税
の
負
担
の
軽
減
及
び
合
理
化
等
）

第
十
三
条
　
次
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
よ
り
個
人
の
道

府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
（
以
下
「
個
人
住
民
税
」

と
い
う
。
）
の
負
担
の
軽
減
及
び
合
理
化
を
図
る
。

一
　
中
堅
所
得
者
を
中
心
と
し
て
、
税
負
担
の
累
増
感

の
解
消
を
図
り
、
個
人
住
民
税
の
負
担
を
軽
減
す
る

た
め
、
最
低
税
率
の
適
用
範
囲
を
拡
大
す
る
等
税
率

の
累
進
度
を
緩
和
す
る
と
と
も
に
、
簡
素
な
税
率
構

造
と
す
る
こ
と
。

二
　
税
体
系
全
体
を
通
ず
る
低
所
得
者
及
び
中
堅
所
得

者
の
税
負
担
等
に
配
慮
し
、
基
礎
控
除
、
配
偶
者
控

除
及
び
扶
養
控
除
を
引
き
上
げ
る
と
と
も
に
、
配
偶

者
特
別
控
除
を
大
幅
に
引
き
上
げ
る
こ
と
。

２
　
個
人
住
民
税
の
負
担
の
公
平
の
確
保
を
図
る
た
め
、

株
式
等
の
譲
渡
に
よ
る
所
得
に
つ
い
て
所
得
税
に
お
け

る
課
税
の
仕
組
み
を
踏
ま
え
つ
つ
個
人
住
民
税
を
課
す

る
制
度
を
設
け
る
。

（
消
費
税
の
創
設
に
伴
う
地
方
税
に
関
す
る
改
正
）

第
十
四
条
　
消
費
税
の
創
設
に
伴
い
、
娯
楽
施
設
利
用
税

及
び
料
理
飲
食
等
消
費
税
に
つ
い
て
税
率
を
引
き
下
げ

る
等
の
改
正
を
行
う
と
と
も
に
、
道
府
県
た
ば
こ
消
費

税
及
び
市
町
村
た
ば
こ
消
費
税
に
つ
い
て
課
税
方
式
を

従
量
税
方
式
に
改
め
る
等
の
改
正
を
行
う
ほ
か
、
不
動

産
取
得
税
に
つ
い
て
負
担
の
軽
減
措
置
を
講
ず
る
。

２
　
消
費
税
の
創
設
に
伴
い
、
電
気
税
、
ガ
ス
税
及
び
木

材
引
取
税
を
廃
止
す
る
。

（
消
費
譲
与
税
の
創
設
）

第
十
五
条
　
消
費
税
の
創
設
に
伴
い
、
地
方
公
共
団
体
の

財
源
の
安
定
的
な
確
保
に
資
す
る
た
め
、
消
費
税
の
収

1



入
額
の
う
ち
一
定
割
合
の
額
を
地
方
公
共
団
体
に
譲
与

す
る
消
費
譲
与
税
を
創
設
す
る
。

（
地
方
交
付
税
の
対
象
税
目
の
追
加
）

第
十
六
条
　
消
費
税
を
地
方
交
付
税
の
対
象
税
目
に
加
え

る
。

第
四
節
　
実
施
の
時
期
等

第
十
七
条
　
今
次
の
税
制
改
革
は
、
そ
の
趣
旨
、
基
本
理

念
及
び
方
針
か
ら
み
て
、
整
合
性
を
も
つ
て
、
包
括
的

か
つ
一
体
的
に
行
わ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
に
か
ん
が

み
、
そ
の
実
施
の
時
期
は
、
各
税
の
改
革
等
の
内
容
及

び
事
前
手
続
に
要
す
る
期
間
並
び
に
各
税
の
有
す
る
性

質
に
応
じ
て
、
国
税
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
は
こ
の
法

律
の
施
行
の
日
及
び
そ
の
翌
日
、
昭
和
六
十
四
年
一
月

一
日
並
び
に
同
年
四
月
一
日
と
し
、
地
方
税
等
に
係
る

も
の
に
つ
い
て
は
同
日
及
び
昭
和
六
十
五
年
四
月
一
日

と
し
て
、
別
に
法
律
で
適
切
に
定
め
る
も
の
と
す
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
相
続
税
及
び
贈
与
税
の
負
担
の

軽
減
及
び
合
理
化
に
係
る
改
正
に
つ
い
て
は
、
昭
和
六

十
三
年
一
月
一
日
に
さ
か
の
ぼ
つ
て
適
用
す
る
こ
と
と

す
る
。

２
　
国
税
当
局
に
お
い
て
は
、
昭
和
六
十
四
年
九
月
三
十

日
ま
で
は
、
消
費
税
に
な
じ
み
の
薄
い
我
が
国
の
現
状

を
踏
ま
え
、
そ
の
執
行
に
当
た
り
、
広
報
、
相
談
及
び

指
導
を
中
心
と
し
て
弾
力
的
運
営
を
行
う
も
の
と
す

る
。

３
　
消
費
税
の
中
小
事
業
者
の
事
務
負
担
等
に
配
慮
し
た

諸
措
置
に
つ
い
て
は
、
納
税
者
の
事
務
負
担
、
消
費
税

の
円
滑
か
つ
適
正
な
転
嫁
の
実
現
の
状
況
、
納
税
者
の

税
負
担
の
公
平
の
確
保
の
必
要
性
等
を
踏
ま
え
、
消
費

税
の
仕
組
み
の
定
着
状
況
等
を
勘
案
し
つ
つ
、
そ
の
見

直
し
を
行
う
も
の
と
す
る
。

附
　
則

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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